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関連事業

目　　的
　選挙管理委員会は、地方自治法第181条の規定に基づき設置されており、選挙が公平に行われ
ることを目的とする。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 　選挙人名簿登録者数（R7.3.1）
対象者数(全住民に対する割合)

貸付先

委託先・指定管理者 電算業務委託・・・（株）ディー・エス・ケイ

直接補助 間接補助

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●電子計算業務庁内導入管理運営業務（委託料）・・・・・・・・2,310,000円

●選挙管理委員会委員報酬（報酬）・・・・・・・・・・・・・・・996,000円

●消耗品費（需用費）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・149,670円
　・雑誌「月刊選挙」「選挙時報」、選挙関係実例判例集、投票管理実務提要、行政判例集成、選挙編

●住民情報照会履歴管理システム使用料（使用料及び賃借料）・・・115,500円
　・住民情報照会システム例年経費

●負担金補助及び交付金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・37,360円
　・負担金及び交付金内訳
 　 （全国市区選管連合会負担金、全国市区選管連合会関東支部負担金、県市区町村選管連合会負担金）
　
●費用弁償（定例委員会時等委員費用弁償）・・・・・・・・・・・ 5,760円

実施の背景
　法令に基づき定時等（3月、6月、9月、12月及び選挙時）における選挙人名簿の調製のほか、
選挙に関する事務を管理する。

○ 指定管理

実施主体

貸付

35,595 人（ 91.1 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託

補助先

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務 事業開始年度 昭和46年度

根拠法令等 地方自治法

事 業 名 選挙管理委員会関係費 担当課 選挙管理委員会事務局

総合戦略施策名
基本目標 担当係 選挙係

基本的な 施策の方向 施策番号

事業シート（概要説明書）

選挙費 目 1

事業番号 10 15 5 1 成果説明書・掲載事業

科　　目 款 2 総務費 項 4 選挙管理委員会費

単年度用
R6決算用
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事 業 名 選挙管理委員会関係費 担当課 選挙管理委員会事務局

事業シート（概要説明書）

選挙費 目 1

事業番号 10 15 5 1 成果説明書・掲載事業

科　　目 款 2 総務費 項 4 選挙管理委員会費

単年度用
R6決算用

事業の自己評価

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
実
績

令和４年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 名簿登録者数 円 183

事
業
成
果

成果目標

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 令和６年度 令和５年度

215 199

令和５年度 令和４年度

毎年3,6,9,12月の名簿登録者数の平均 人 35,839 36,657 37,192

回 4 4 4

一般財源 3,868 3,614 4,159 3,598

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和６年度

選挙管理委員会の開催

財
　
源

合　計 3,868 3,614 4,159 3,598

国県支出金
国県支出金の内容

地方債

その他特財
その他特財の内容

総事業費 7,553 6,562 7,865 7,405

その他 43 その他 42

3,8070.40 人

0 人 00 人

2,948正職員 0.50 人 3,685
会計年度
任用職員等 人 0

0.50 人 3,706

人

0.50 人 3,807

その他 35

0.50 人 3,706 0.50 人

2,310 委託料 2,310 委託料 2,860 委託料 2,310

使用料及び
賃借料 119

人
件
費

合　計 0.50 人 3,685 0.40 人 2,948

報酬 996 報酬 996

使用料及び
賃借料 115需用費 159

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 3,868 3,614

使用料及び
賃借料 339 需用費 150

その他 64

[ 単位：千円 ] 令和７年度（予算） 令和６年度（決算） 令和５年度（決算） 令和４年度（決算）

使用料及び
賃借料 119

需用費 138コ
　
ス
　
ト

4,159

報酬 996 報酬 996

需用費 142

3,598

内　訳

委託料
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関連事業

目　　的
　民主主義の基盤である選挙は、国民一人ひとりが政治や選挙に強い関心を持ち、主権者として
の自覚と豊かな政治常識、高い選挙道義を身に付けることが必要であり、選挙が公正かつ適正に
行われるように、常にあらゆる機会を通じて選挙人の政治常識の向上に努めるとされている。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 有権者・将来の有権者
対象者数(全住民に対する割合)

貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●選挙啓発費（報償費）　　　66,200円
 　 明るい選挙推進啓発ポスター・標語作品応募者報償費 ・・・・・  60,200円
  　明るい選挙推進啓発ポスター・標語作品審査出席者報償費・・・・  6,000円
　
●明るい選挙推進啓発ポスター・標語応募件数
　　　　　　　　　　　　　ポスター　 54件（小学生   3人・中学生  51人）
　　　　　　　　　　　　　標語　　　457件（小学生 171人・中学生 286人）

実施の背景
　昭和29年の公職選挙法の改正により、選挙啓発が法制化され、国、都道府県及び市区町村の選
挙管理委員会が常時啓発に取り組まなければならないこととされた。

指定管理

実施主体

貸付

3,193 人（ 8.2 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託

補助先

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務 事業開始年度 昭和46年度

根拠法令等 公職選挙法第6条第1項

事 業 名 選挙啓発費 担当課 選挙管理委員会事務局

総合戦略施策名
基本目標 担当係 選挙係

基本的な 施策の方向 施策番号

事業シート（概要説明書）

選挙費 目 2

事業番号 10 25 5 1 成果説明書・掲載事業

科　　目 款 2 総務費 項 4 選挙啓発費

単年度用
R6決算用
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事 業 名 選挙啓発費 担当課 選挙管理委員会事務局

事業シート（概要説明書）

選挙費 目 2

事業番号 10 25 5 1 成果説明書・掲載事業

科　　目 款 2 総務費 項 4 選挙啓発費

単年度用
R6決算用

事業の自己評価
　子供の頃から選挙に関心や親しみを持ってもらうため、選挙啓発を通じて選挙への関心、ま
た、明るい選挙を周知するために、小中高校生を対象に明るい選挙をテーマとするポスター・標
語コンクールへの募集を実施した。

比較参考値
　近隣市のR5選挙啓発費については、木更津市211千円、君津市130千円、袖ケ浦市371千円と
なっており、各市とも県主催のポスター標語コンクール等応募者への報償を支出している。

その他
特記すべき事項

富津市議会議員一般選挙投票率 ％ 54.86 － －

事
業
実
績

令和４年度

富津市長選挙投票率 ％ 43.67 － －

単位当たりコスト 総事業費 ／ 応募者数 円 3,014

事
業
成
果

成果目標
　投票率は年々低落傾向にあるなかで、選挙の投票率向上のためには、若者の政治意識の向上が
不可欠であり、そのための取り組みについて、具体的に何をすれば良いのかは検討中であるが、
学校教育と各種団体、地域が連携して政治意識の向上に繋げていく必要があると思われる。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 令和６年度 令和５年度

1,366 1,492

令和５年度 令和４年度

選挙啓発ポスター・標語コンクール応募者数 人 511 897 836

回 4 4 4

一般財源 168 66 113 105

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和６年度

総会開催回数

財
　
源

合　計 168 66 113 105

国県支出金
国県支出金の内容

地方債

その他特財
その他特財の内容

総事業費 1,273 1,540 1,225 1,247

1,1420.20 人

0 人 00 人

1,474正職員 0.15 人 1,105
会計年度
任用職員等 人 0

0.15 人 1,112

人

0.15 人 1,142

0.15 人 1,112 0.15 人

168 報償費 66 報償費 113 報償費 105

人
件
費

合　計 0.15 人 1,105 0.20 人 1,474

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 168 66

[ 単位：千円 ] 令和７年度（予算） 令和６年度（決算） 令和５年度（決算） 令和４年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

113 105

内　訳

報償費
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 1 委託料 円 ポスター掲示場設置等業務、電算業務、開票用機器保守点検業務、

期日前投票システム設定業務

 2 職員手当等 円 選挙事務（執行準備・投開票所従事）時間外勤務手当

 3 備品購入費 円 投票用紙交付機5台、読取分類機（増設ユニット）1台、

読取分類機制御用PC1台

 4 報酬 円 投票管理者報酬、投票立会人報酬、開票管理者報酬、開票立会人報酬等

 5 役務費 円 通信運搬費

 6 その他 円 報償費、旅費、需用費、使用料及び賃借料

間接補助

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

【衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査】
 1 解散日　　　　　令和6年10月 9日（水）
 2 公示日　　　　　令和6年10月15日（火）
 3 期日前投票期間　令和6年10月16日（水）～10月26日（土）11日間
 4 選挙期日　　　　令和6年10月27日（日）

関連事業

【執行経費】33,542,043円

委託先・指定管理者
ポスター掲示場設置業務：勝看板工芸(有)
電算業務、期日前投票システム設定業務：(株)ＤＳＫ

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

16,243,517

8,304,680

3,795,000

2,724,421

1,776,083

698,342

実施主体

貸付 貸付先

直接補助

91.6 ％

根拠法令等 　公職選挙法

実施の背景
　令和6年10月9日衆議院の解散により、衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査が10月
27日に執行された。

目　　的 　衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査の執行

事
　
業
　
概
　
要

対　象 　当日有権者
対象者数(全住民に対する割合)

35,788 人（

補助先

その他 その他の内容

基本的な 施策の方向 施策番号

事務区分 自治事務

事 業 名 衆議院議員選挙及び国民審査執行費 担当課 選挙管理委員会事務局

総合戦略施策名
基本目標 担当係 選挙係

事業開始年度 昭和46年度○ 法定受託事務

事業シート（概要説明書）

選挙費 目 6

事業番号 10 30 10 1 成果説明書・掲載事業

科　　目 款 2 総務費 項 4 衆議院議員選挙及び国民審査執行費

単年度用
R6決算用
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事 業 名 衆議院議員選挙及び国民審査執行費 担当課 選挙管理委員会事務局

事業シート（概要説明書）

選挙費 目 6

事業番号 10 30 10 1 成果説明書・掲載事業

科　　目 款 2 総務費 項 4 衆議院議員選挙及び国民審査執行費

単年度用
R6決算用

事
業
実
績

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和６年度

その他
特記すべき事項

比較参考値

事業の自己評価
　選挙は、正確かつ迅速に実施されることが求められ、執行時における適切な人員確保及び人員
配置に苦慮しているところである。

事
業
成
果

成果目標 　主として選挙の執行を目的としているため具体的な指標の設定は困難である。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 令和６年度 令和５年度 令和４年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 有権者数 1,146

その他特財

一般財源 0 3,250 0 0

その他特財の内容

令和４年度

当日有権者数 35,788

令和５年度

0

国県支出金
30,380

0 人 0

総事業費

国県支出金の内容 衆議院議員総選挙執行経費市町村交付金等
財
　
源

合　計 0 33,630 0

0 40,999 0 0

人

地方債

人
件
費

合　計 0.00 人 0 1.00

0 人正職員 人 0 1.00 人

人 0

0 0.00 人

7,369 人

0.00 人 0

0
会計年度
任用職員等 人 0

人 7,369

報酬 2,705

その他 2,581

[ 単位：千円 ] 令和７年度（予算） 令和６年度（決算） 令和５年度（決算） 令和４年度（決算）

職員手当等 8,305

0

内　訳 備品購入費 3,795

委託料 16,244

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 0 33,630 0
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 1 委託料 円 ポスター掲示場設置等業務、電算業務、開票用機器保守点検業務、

期日前投票システム設定業務

 2 職員手当等 円 選挙事務（執行準備・投開票所従事）時間外勤務手当

 3 報酬 円 投票管理者報酬、投票立会人報酬、開票管理者報酬、開票立会人報酬等

 4 役務費 円 通信運搬費

 5 備品購入費 円 選挙人名簿印刷LEDﾌﾟﾘﾝﾀ2台、開票集計ｼｽﾃﾑﾚｰｻﾞｰﾌﾟﾘﾝﾀ1台、

投票所用ｽﾛｰﾌﾟ一式（屋外用）等

 6 その他 円 報償費、旅費、需用費、使用料及び賃借料

【執行経費】27,788,701円

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

14,231,470

関連事業

目　　的 　千葉県知事選挙の執行

事
　
業
　
概
　
要

対　象 　当日有権者
対象者数(全住民に対する割合)

貸付先

委託先・指定管理者
ポスター掲示場設置業務：勝看板工芸(有)
電算業務、期日前投票システム設定業務：(株)ＤＳＫ

直接補助 間接補助

6,957,717

3,228,392

1,694,477

1,108,360

568,285

【千葉県知事選挙】
 1 任期満了　　　　令和7年4月 4日（金）
 2 告示日　　　　　令和7年2月27日（木）
 3 期日前投票期間　令和7年2月28日（金）～3月15日（土）16日間
 4 選挙期日　　　　令和7年3月16日（日）

実施の背景 　令和7年4月4日任期満了に伴い、千葉県知事選挙が令和7年3月16日に執行された。

○ 指定管理

実施主体

貸付

35,517 人（ 91.0 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託

補助先

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務 事業開始年度 昭和46年度

根拠法令等 　公職選挙法

事 業 名 千葉県知事選挙費 担当課 選挙管理委員会事務局

総合戦略施策名
基本目標 担当係 選挙係

基本的な 施策の方向 施策番号

事業シート（概要説明書）

選挙費 目 3

事業番号 10 40 10 1 成果説明書・掲載事業

科　　目 款 2 総務費 項 4 県知事選挙費

単年度用
R6決算用
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事 業 名 千葉県知事選挙費 担当課 選挙管理委員会事務局

事業シート（概要説明書）

選挙費 目 3

事業番号 10 40 10 1 成果説明書・掲載事業

科　　目 款 2 総務費 項 4 県知事選挙費

単年度用
R6決算用

事業の自己評価
　選挙は、正確かつ迅速に実施されることが求められ、執行時における適切な人員確保及び人員
配置に苦慮しているところである。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
実
績

令和４年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 有権者数 990

事
業
成
果

成果目標 　主として選挙の執行を目的としているため具体的な指標の設定は困難である。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 令和６年度 令和５年度

令和５年度 令和４年度

当日有権者数 35,517

その他特財の内容

一般財源 0 8,951 0 0

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和６年度

人 0

財
　
源

合　計 0 27,788 0 0

国県支出金
18,837

国県支出金の内容 千葉県知事選挙執行経費市町村交付金

地方債

その他特財

総事業費 0 35,157 0 0

その他 1,677

01.00 人

0 人 00 人

7,369

0.00 人 0 0.00

人 0 人

0

内　訳

委託料 14,231

報酬

人
件
費

合　計 0.00 人 0 1.00 人 7,369

正職員 人 0
会計年度
任用職員等 人 0 人

職員手当等 6,958

役務費 1,694

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 0 27,788

3,228

[ 単位：千円 ] 令和７年度（予算） 令和６年度（決算） 令和５年度（決算） 令和４年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

0



- - -

）

事業番号 10 50 10 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

科　　目 款 2 総務費 項 4 選挙費 目 4 市長選挙費

事 業 名 市長選挙費 担当課 選挙管理委員会事務局

総合戦略施策名
基本目標 担当係 選挙係

事業開始年度 昭和46年度

根拠法令等 　公職選挙法

実施の背景 　令和6年10月5日任期満了に伴い、富津市長選挙を令和6年9月29日に執行した。

基本的な 施策の方向 施策番号

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的 　富津市長選挙の執行

事
　
業
　
概
　
要

対　象 　当日有権者
対象者数(全住民に対する割合)

35,562 人（ 91.1 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者
ポスター掲示場設置業務：勝看板工芸(有)
電算業務、期日前投票システム設定業務：(株)ディー・エス・ケイ

直接補助 間接補助 補助先

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

【富津市長選挙】
 1 任期満了　　　　令和6年10月5日（土）
 2 告示日　　　　　令和6年9月22日（日）
 3 期日前投票期間　令和6年9月23日（月）～9月28日（土）6日間
 4 選挙期日　　　　令和6年9月29日（日）

【執行経費】22,866,817円
●委託料　　　9,380,830円　ポスター掲示場設置等業務、電算業務、開票用機器保守点検業務、
　　　　　　　　　　　　　 期日前投票システム設定業務
●職員手当等　6,466,765円　選挙事務（執行準備・投開票所従事）時間外勤務手当
●報酬　　　　2,078,534円　投票管理者報酬、投票立会人報酬、開票管理者報酬、開票立会人報酬等
●役務費　　　1,851,366円　通信運搬費
●その他　　　3,089,322円　報償費、旅費、需用費、使用料及び賃借料

単年度用
R6決算用



- - -事業番号 10 50 10 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

科　　目 款 2 総務費 項 4 選挙費 目 4 市長選挙費

事 業 名 市長選挙費 担当課 選挙管理委員会事務局

単年度用
R6決算用

[ 単位：千円 ] 令和７年度（予算） 令和６年度（決算） 令和５年度（決算） 令和４年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 0 22,868 0

職員手当等 6,467

0

内　訳

委託料 9,381

報酬 2,079

役務費 1,852

0.00 人 0 0.00 人 0
人
件
費

合　計 0.00 人 0 1.20 人 8,843

その他 3,089

0
会計年度
任用職員等 人 0 人 0 人

8,843 人 0 人正職員 人 0 1.20 人

0 人 0

総事業費 0 31,711 0 0

財
　
源

合　計 0 22,868 0 0

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

令和５年度 令和４年度

当日有権者数 人 35,562

一般財源 0 22,868 0 0

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和６年度

令和４年度

事
業
成
果

成果目標 　主として選挙の執行を目的としているため具体的な指標の設定は困難である。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 令和６年度 令和５年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 有権者数 円 892

事
業
実
績

事業の自己評価
　選挙は、正確かつ迅速に実施されることが求められ、執行時における適切な人員確保及び人員
配置に苦慮しているところである。

比較参考値

その他
特記すべき事項



- - -

）

事業番号 10 50 20 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

科　　目 款 2 総務費 項 4 選挙費 目 5 市議会議員選挙費

事 業 名 市議会議員選挙費 担当課 選挙管理委員会事務局

総合戦略施策名
基本目標 担当係 選挙係

事業開始年度 昭和46年度

根拠法令等 　公職選挙法

実施の背景 　令和6年4月24日任期満了に伴い、富津市議会議員一般選挙を令和6年4月21日に執行した。

基本的な 施策の方向 施策番号

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的 　富津市議会議員一般選挙の執行

事
　
業
　
概
　
要

対　象 　当日有権者
対象者数(全住民に対する割合)

35,759 人（ 91.6 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者
ポスター掲示場設置業務：勝看板工芸(有)
電算業務、期日前投票システム設定業務：(株)ディー・エス・ケイ

直接補助 間接補助 補助先

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

【富津市議会議員一般選挙】
 1 任期満了　　　　令和6年4月24日（水）
 2 告示日　　　　　令和6年4月14日（日）
 3 期日前投票期間　令和6年4月15日（月）～4月20日（土）6日間
 4 選挙期日　　　　令和6年4月21日（日）

【執行経費】45,501,386円
●委託料　　　　　21,909,613円　ポスター掲示場設置等業務、電算業務、開票用機器保守点検業務、
　　　　　　　　　　　　　　　　期日前投票システム設定業務
●需用費　　　　　 8,003,466円　印刷製本費、燃料費、消耗品費、食糧費、光熱水費、修繕料
●職員手当等 　　　7,082,927円　選挙事務（執行準備・投開票所従事）時間外勤務手当
●役務費　　　　　 2,919,392円　通信運搬費
●使用料及び賃借料 2,086,400円　使用料及び賃借料
●報酬　　　　　　 1,963,568円　投票管理者報酬、投票立会人報酬、開票管理者報酬、開票立会人報
　　　　　　　　　　　　　　　　酬等
●その他         　1,536,020円　報償費、旅費

 参考
【令和5年度 執行経費】1,782,042円
 1 需用費　　　　　1,333,319円　消耗品費、印刷製本費
 2 報酬　　　　　　　247,968円　会計年度基本報酬、地域報酬
 3 職員手当等　　　　174,155円　時間外勤務手当、投開票準備等
 4 役務費　　　　　　 21,000円　通信運搬費
 5 旅費　　　　　　　5,600円　　通勤費

単年度用
R6決算用



- - -事業番号 10 50 20 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

科　　目 款 2 総務費 項 4 選挙費 目 5 市議会議員選挙費

事 業 名 市議会議員選挙費 担当課 選挙管理委員会事務局

単年度用
R6決算用

[ 単位：千円 ] 令和７年度（予算） 令和６年度（決算） 令和５年度（決算） 令和４年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 0 45,501 1,782

需用費 8,004

0

内　訳

委託料 21,910 需用費 1,333

報酬 248

職員手当等 7,083 職員手当等 174

役務費 2,919 役務費 21

1.00 人 6,601 0.00 人 0
人
件
費

合　計 0.00 人 0 1.00 人 7,369

その他 5,585 旅費 6

0
会計年度
任用職員等 人 0 人 0 0.15 人

7,369 0.85 人 6,300 人正職員 人 0 1.00 人

301 人 0

総事業費 0 52,870 8,383 0

財
　
源

合　計 0 45,501 1,782 0

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

令和５年度 令和４年度

当日有権者数 人 35,759 35,759

一般財源 0 45,501 1,782 0

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和６年度

令和４年度

234

事
業
成
果

成果目標 　主として選挙の執行を目的としているため具体的な指標の設定は困難である。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 令和６年度 令和５年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 有権者数 円 1,479

事
業
実
績

事業の自己評価
　選挙は、正確かつ迅速に実施されることが求められ、執行時における適切な人員確保及び人員
配置に苦慮しているところである。

比較参考値

その他
特記すべき事項


